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平成29年11月14日
水 産 庁

テーマ：基金関係



国と民間の出資により相手国の水産業開発及び国際的な資源管理等へ
の協力を通じて、漁場確保を図ることを目的とした海外漁業協力事業を民間
ベースで行う財団法人として昭和４８年に設立。以来、合弁企業設立等のた
めの資金貸付事業及び途上国の要請に基づく技術協力事業などを実施して
いる。平成２４年４月１日付けで公益財団法人に移行した。

本邦法人等

基金造成（国際漁業振興協力事業費補助金）
Ｈ１０年度以降、基金造成の予算要求は行っていない

（公財）
海外漁業協力財団

① 現地合弁会社への出資・融資
② 地域漁業機関が実施する調査研究等
③ 海外漁場への入漁料 等

○ 海外漁場の入漁確保等については、①政府が実施する漁業協力（ＯＤＡ）に加え、②民間主体が実施する漁業協力
（現地雇用を生み出す合弁会社の設立、相手国の漁業振興等に活用される入漁料、太平洋島嶼国共通の入漁条件等を決
める地域漁業機関の活動の支援など）を通じて、良好な二国間関係を構築し、安定的に海外漁場を確保。

○ 民間主体が実施する協力については、相手国の政策の急な変化や為替変動等のリスクがあるほか、漁場形成の状況に
より毎年の漁獲の多寡が変動するリスクがあることや途上国にある地域漁業機関の運営への不安から、民間金融機関に
よる資金の調達は困難。

○ このため、本貸付事業資金を造成し、民間主体が必要とする資金の貸付を実施。

① 本邦法人・本邦人
② 本邦法人・本法人の出資により設立された現地法人
③ 水産庁長官が指定する地域漁業機関

１．貸付対象者

２．貸付対象

国
貸付

償還

３．資金の流れ

７０３億円（Ｈ２９年３月末）
なお、これまで５回計２０４億円の国庫返納を行った。

平成１８年度 １１，２３３百万円
平成２２年度 ５，０９２百万円
平成２３年度 ２，０００百万円
平成２４年度 ８９７百万円
平成２５年度 １，２００百万円

計 ２０，４２２百万円

４．基金の額

事業開始以来、４２か国・７地域・２地域漁業機関に対し、延べ５４９件の実績
（Ｈ28年度末時点）

５．これまでの貸付実績

基金造成

６．基金設置団体の概要
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○最も大きな要因は地域漁業機関に貸付予定だった７０億円が、同機
関内部の手続の遅れにより、２９年度に繰越実施されたこと。

○その他、合弁企業への新たな設備投資３件、調査等技術協力２件、
合弁先が使用する漁船の購入１件が、入漁先国の経済状況の後退に
よる治安の悪化などにより実施出来なくなった。

平成２８年度における見込みと実績の差について

○海外漁業協力財団は、４月と９月の年２回
融資期待調査を実施。

○調査結果を基に、経営状況や案件形成の
状況、事業の将来性などをヒアリングで確認。
更に、海外に派遣している専門家から事業
実施予定先国の水産政策、政治状況等を収
集し、精査。

見込みの算出方法

平成２８年度 貸付見込み２８１億円 →実績１６９億円
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（単位：百万円）

 755

 14,918

 14,163

 24,349

差 金額

金額

実績及び残高 単位 26年度 27年度 28年度

 769

 23,690

 22,921

貸付残高 金額

新規貸付
（下段：当初見込み）

金額

当年度末基金残高 金額

 51,828 47,271

 16,901

 28,078

 11,177

 57,992

29年度見込み

 18,445 23,002  12,281

実績（平成26年度-28年度 ）



○沿岸国は操業禁止区域の設定・拡大など外国漁船の操業を制約。漁業者は入
漁料を払うほか、一部では現地企業との合弁会社を設立することによって、制約を
回避し入漁を確保。

○合弁会社の設立では、多額の初期投資が必要なため、資金の長期的な調達が
必要。現地通貨の調達も課題。

○海外漁業協力財団では、長期・固定金利（最長２０年）で貸付。平均貸付期間は
１４年。外貨貸付も可能。
○民間金融機関ではこのような財団と同じ条件での貸付は困難。

○貸付を実施している地域漁業機関は、太平洋島嶼国が構成する「フォーラム漁
業機関（ＦＦＡ）」など、我が国漁船が入漁している沿岸国が中心となって設立した
機関。
○ＦＦＡでは、構成国共通の外国漁船の入漁条件等を決定。

○ＦＦＡを対象とすることにより、太平洋島嶼国の全体への信頼関係を構築するこ
とが、各構成国との交渉を有利に導く効果。

地域漁業機関への貸付

貸付の現状

○貸付先は、漁業者、地域漁業機関。
○貸付残高で見ると、漁業者と地域漁業機関はともに概ね5割。

貸 付 先

漁業者への貸付
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平成26年 平成27年 平成28年

年度末
貸付残高
合計

518 億円 473 億円 580 億円

漁業者 364 億円 319 億円 286 億円

地域
漁業機関

154 億円 154億円 294億円
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